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区民の皆様と共に取り組んでいくために

教育委員会は、政治的中立を確保し、地域の実情にあった教育行政を目的として設置され

た、首長から独立した合議制の行政機関となっています。教育委員会制度においては、教育

行政における重要事項や基本方針を決定し、教育長及び事務局は、教育委員会が定めた方針

に基づき、広範かつ専門的な教育事務を執行することとなります。

中野区教育委員会では、平成２９年５月に「中野区教育ビジョン（第３次）」を策定し、

中野区の教育理念である「一人ひとりの可能性を伸ばし、未来を切り拓く力を育む」を実現

するため、様々な取組を進めてきました。平成３０年度から、その取組の成果について教育

委員会として独自に点検・評価することとし、今年で５年目を迎えたところです。

教育事務の点検・評価は、教育に関する事務の管理及び執行について、効果的な教育行政

の一層の推進を図るとともに、区民の皆様への説明責任を果たし、区民に信頼される教育行

政を推進することを目的としています。そして、評価結果を事業の見直しや改善につなげる

ＰＤＣＡサイクルを確立して区の教育行政を可視化することにより、より多くの区民の皆様

から意見や提案などをいただき、共に協力して取り組んでいきたいと考えています。

令和４年度は、「中野区教育ビジョン（第３次）」の改定に向け、平成２９年度～令和３年

度までの５年間の取組についても評価を行いました。

評価結果を次期教育ビジョンに生かすとともに、学校教育の充実を一層図ってまいります。

令和４年 月

中野区教育委員会
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重点項目 視点①③　目標Ⅱ

【指摘内容】

【指摘を受けた対応】

実施内容

中長期的な
視点

○任期付短時間勤務教員(全小中学校配置）による
学習指導の充実
・全小中学校で習熟度別少人数指導の実施
・放課後学習教室　週４日以上の実施
・長期休業期間の補充学習教室　５日以上の実施

○年間３回のICT教育推進リーダー研修や職層研修
でもICTの活用について研修を実施。

課・施策を横
断した視点

○子ども・教育政策課における「しいの木塾」と
の児童・生徒に係る学習状況等についての相互情
報共有

※「しいの木塾」(H27開始事業)
※しいの木塾は、就学援助世帯の小学６年生から
中学３年生を対象とし、学習習慣の習得、学力向
上及び全日制高校合格を目指している事業であ
る。

数値では表し
にくいもの

○ICTを活用した個別最適な学びの推進

○任期付短時間勤務教員や少人数指導担当教員の
指導力向上に向けた研修会の実施

【新型コロナ
ウイルス感染
症】
ニューノーマ
ルな取組

○ICT機器を活用した学びを止めない取組の実施

今後の取組の
方向性

外部評価意見

２　重点項目シート

　　１　確かな学力の定着（知）/教員の授業力向上

令和３年度教育事務の点検・評価結果を受けた対応

○一人ひとりの児童・生徒の学習状況や習熟度に応じた指導の充実。
○区学力調査結果の成果と課題を共有し、指導に生かしていく。

○習熟度別指導や少人数指導や放課後学習教室の充実に向けて、少人数指導教員や任期付短時間勤務教員へ研修会
を実施し、一人ひとり状況に応じた指導を推進した。
○区学力調査結果から成果と課題を示し、これまでの指導の良さを生かしながらICT機器の活用等さらなる授業改善
に向けて以下の研修を実施した。
　・ICT機器の活用に関する研修を年３回実施。
　・教育マイスターを活用した教科研修を実施。

成果
○区学力調査において、学力調査項目（全44項
目）のうち、７割以上の児童・生徒が目標値を達
成した項目の割合は、中野区教育ビジョン（第３
次）で掲げた令和７年度達成目標である80.0%を
上回る81.8%となった。

○令和３年度全国学力・学習状況調査の児童・生
徒質問紙で、ICT機器の活用について肯定的な回
答をした小学校６年生、中学校３年生はともに９
割を超えたまた、指導主事の学校訪問の際には、
以前よりICTが活用される場面が多く見られるよ
うになった。

○全区立中学校３年生における令和３年度末の進
学率は、99.9％で、進路未決定者は１名であっ
た。進路未決定の生徒１名も就職希望であり、学
力を原因として進学できない生徒はいなかった。

○ICT教育推進リーダー研修の実施や「学校教育
向上事業」指定校の先進的な取組について、研究
発表を実施し、区内全小中校に周知した。

○児童・生徒のつまずきを把握し、習熟度別少人
数指導や放課後学習教室において個に応じて指導
する対応力が向上した。（研修や視察により評
価）

○新型コロナウイルス感染症による学級閉鎖を
行った全学級でGoogle Meetを活用したオンライ
ン授業を実施した。

○習熟度別少人数指導の編成の工夫、教科担任制、任期付短時間勤務教員等を活用した指導方法や指
導体制を整え、学力向上に向けた教員の授業力向上を図る。その際、マイスター研修制度も活用す
る。
○ICT機器やデジタル教材の活用によって、「個別最適な学び」と「協働的な学び」をバランスよく
取り入れた学習の充実を図り、児童・生徒の主体的に学習に取り組む態度を育んでいく。

〇教科担任制について、子どもたちにとって良かった部分を把握し、それぞれの先生の専門性を生か
しながら、社会・理科・体育に限らず、他の教科でも取り組んでいくとよいのではないか。
〇デジタル教材は使い方を誤ると、せっかくのよい教材も活きない。適切なかたちで、教員が関与し
ていくことが重要である。また、学習効果を高めていくために、「こういう使い方をすれば上手くい
く」というノウハウをしっかり把握するとともに、児童・生徒の視点に立った教材活用の検討・振り
返りが必要である。



重点項目 視点①　目標Ⅲ

【指摘内容】

【指摘を受けた対応】

実施内容

中長期的な
視点

○東京都教育委員会の指定を受け、平和の森小学
校が「人権尊重推進校」として研究発表会を実施

○人権教育推進委員会で現代的な諸課題に対応し
た指導資料の作成及び配布・活用
※教育ビジョン(第３次)目標値⇒
　　Ｒ２：小80％、中70％
　　Ｒ７：小90％、中80％

課・施策を横
断した視点

○地域から要請のあったボランティア活動への各
校児童・生徒の積極的参加

○区役所内の他部署との連携した人権教育の推
進。

数値では表し
にくいもの

○生活指導主任会や四者協議会等を通じた継続的
な問題行動等の未然防止の取組、早期対応につい
ての協議及び指導主事による各学校への指導・助
言の成果

○「人権教育推進資料」を作成・配布

【新型コロナ
ウイルス感染
症】
ニューノーマ
ルな取組

○各校への新型コロナウイルス感染症についての
正しい知識と対応等に関する指導の要請

今後の取組の
方向性

外部評価意見

　　２　豊かな心を育む教育の充実（徳）

令和３年度教育事務の点検・評価結果を受けた対応

○児童・生徒の豊かな心を育むため、教育委員会や学校による取組に加えて、区全体での連携が必要である。
○コロナ禍を通して人権尊重や差別・偏見をなくすための指導充実に具体的に取り組んでいく必要がある。

○「東京都人権尊重教育推進校」の研究成果の共有や区人権教育推進委員会の作成資料で新型コロナウイルス感染
症による差別・偏見の防止について教員の啓発を行った。
○道徳授業地区公開講座をリモートで公開し、保護者や地域の方々と一緒に道徳教育の課題について考える機会を
設けた学校もあった。
○各校は、運動会や遠足などの体験活動を工夫して実施するとともに、学級や異学年の児童・生徒と交流する機会
を設けた。

成果
○平和の森小学校の研究成果を共有することで、
教員一人ひとりの人権意識を向上させるきっかけ
となった。

○各校で実施した児童・生徒質問紙における「自
分にはよいところがありますか」の質問に、小学
校Ｒ３：74.2％（Ｒ２：70.9％）、中学校Ｒ３：
76.4％（Ｒ２：74.4％）の肯定的な回答を得た。

○児童・生徒質問紙における「地域や社会をよく
するために何をすべきかを考えることがある」の
肯定的回答が減少した。
小学校Ｒ３:50.8％（Ｒ２：55.1％）
中学校Ｒ３:47.7％（Ｒ２：49.0％）

○区役所内の各部署の取組の共有をスタートでき
た。

○教職員が家庭や地域、関連機関と連携して児
童・生徒を支えることで、小・中学校は落ち着い
て教育活動を進めている。

○人権意識を育むための指導例を冊子や実践公開
によって周知した。

○新型コロナウイルス感染症を原因とするいじめ
の未然防止。

○児童・生徒の自己肯定感や自己有用感を高めながら、学校が全ての児童・生徒にとって安心でき
る居場所となるように指導・助言していく。
○コロナ禍であっても、感染症対策を行いながら、体験活動の充実や児童・生徒全員が主体的に活
躍し協働する機会をつくることで、一人ひとりが絆を感じとることができるような指導の充実を図
る。

〇人権尊重・差別偏見の根絶に取り組む基本的な姿として、自己肯定感と他者の尊重は欠くことの
できないものであり、差別偏見等の現代的な諸課題に対して、授業や人権教育推進委員会等におい
て、対応しており、評価できる。人権という自他の生命を尊重する教育を、引き続き充実させてほ
しい。
〇ハラスメントは、教職員間、児童・生徒間でも起こりうる課題として、しっかり指導してほし
い。また、ハラスメントに関する窓口や組織を点検し、きちんと機能しているかを認識することが
重要だ。
〇人権教育の指導案をたくさんの先生方に活用してもらうため、幼小中の教職員に配布をしている
ことはとてもよい。特に中学校の道徳科での展開方法について、指導案を出していくことによっ
て、先生方も授業がやりやすいし、「こうやれば上手くいく」という手応えが出てくるため、この
活用は大変素晴らしいことである。
〇人権教育において、意見の対立や価値葛藤のようなものが起こりうる。そのことについて配慮し
た指導・助言をお願いしたい。



重点項目 視点①　目標Ⅳ

【指摘内容】

【指摘を受けた対応】

実施内容

中長期的な
視点

○「運動遊びプログラム」「乳児期からの運動遊
び」を実践した。

○外部講師を招いた出前授業の実施（アスリート
による講話と実技講習）

○学校再編や校舎移転、児童・生徒数の増などに
よる食数の増に対応できる適切な厨房備品の購
入、施設の整備等、計画的に行った。

課・施策を横
断した視点

○指導室と保育園・幼稚園課が連携して就学前教
育・保育施設職員向けの「運動遊びプログラム」
の合同研究を開催

○乳幼児期から一貫した健康・体力づくり（体力
向上研修の実施）

○担当課と連携し、必要な厨房備品を設置する。
巡回指導の結果を係内、課内、関連課と共有し、
迅速に対応する。

数値では表し
にくいもの

○感染症対策を講じた体育的行事の実施

○確実な現場把握とその結果報告によって、どこ
の係や課にも属さない業務を明文化し、次年度へ
予算計上する。学校へのヒヤリハット事例の提供
により、注意喚起する。

【新型コロナ
ウイルス感染
症】
ニューノーマ
ルな取組

○地域の子育て家庭向けに保育園の運動遊びを
WEB動画配信した。

○iPadを活用した授業を推進した。

○コロナウイルス感染症予防による児童・生徒へ
の影響について学校保健会を活用し把握する。

今後の取組の
方向性

外部評価意見

　　３　体力・運動意欲の向上（体）／健康の保持増進

令和３年度教育事務の点検・評価結果を受けた対応

○オリンピック・パラリンピックの競技種目の理解の継続　　○運動意欲の向上や活動意欲の向上
○設備や調理手順の見直し及び栄養士による衛生管理の点検の充実　○アレルギーを持つ児童・生徒の把握　
○怪我の防止

〇都のアスリート派遣事業の推進　○動画視聴など一人１台端末の活用　〇乳幼児期からの系統性のある健康・体
づくり　○食中毒対策の可視化　　○アレルギー対応に関する研修の継続的かつ厳格な実施　○学校設備の安全管
理

成果
○区立保育園の実施回数
・４歳児　計1,300回　・５歳児　計1,737回

〇児童・生徒の運動に対する楽しさや意欲を高め
ることができた。

○全小中学校を巡回指導し、衛生管理や調理手順
の確認を行い、その結果を係内や学校間で共有す
ることで、計画的な給食室整備に繋げた。

〇合同研究を５回実施することができた。幼稚園
教諭と保育士が理論面、実践面から情報共有する
ことができた。

〇区立幼稚園長が幼稚園の運動遊びを小中学校教
員に説明し、系統性を共有することができた。

○移転や建て替えの計画があっても、必要な厨房
備品を設置できた。巡回指導の結果の共有によ
り、迅速に対応できた。

〇運動会を春と秋の２回に分散して行ったり、団
体競技をなくし個人競技のみ行ったりする等、感
染症対策をしながら実施した。

○巡回指導の結果の共有により、必要な点検等を
明文化し、予算化できた。

○WEB動画再生回数　2,617回

〇児童・生徒の運動の様子を撮影したり、お手本
となる動画を確認したりすることで、課題解決の
方法が広がった。

○学校保健会において、各立場から児童・生徒の
状況把握ができた。

○体力テストの分析において、新型コロナウイルス感染症の影響面を把握し、その対策を行う。
○新しい運動部活動のあり方として、地域移行の方法を検討する。
○一人１台端末の活用による児童・生徒の視力低下等の状況把握を行う。
○継続的な巡回指導と計画的な施設整備を行い、食数に応じた対応によって安心安全な給食提供を
行う。

〇「運動遊びプログラム」の合同研究を実施できたこと、小中学校に対して系統性を説明できたこ
とは、保幼小中連携とも関わる重要な意義があると考える。
〇体力や運動能力は、記録として示せるため、頑張ったことが見える化しやすい。体育の授業で個
人やクラスとして記録を目指すというような指導の仕方だけでなく、学校全体の活動を通じて引き
続き奨励してしてほしい。
〇毎日健康に幸せに生活していくためには、生命を尊重し、健康を大切にすることが大事である。
新型コロナウイルス感染症の問題を一つのきっかけとして、病気の予防や健康な生活、生命につい
て学ぶことを奨励してほしい。
〇アスリート等と接する機会を通して、体力向上・健康増進のためには、体育の授業やスポーツジ
ムに通うことだけでなく、様々な取組みができることを学び、生涯にわたって体を動かすことに親
しむ子どもを育ててほしい。
○オリンピック・パラリンピックを契機として、幼少期の遊びをはじめ、スポーツや運動に親しむ
ことで、生涯にわたり積極的に体を動かすことにつながるのではないか。こうしたオリパラ遺産
（レガシー）を引き継いでいくことで、体力向上や健康増進への効果を期待したい。



重点項目 視点①　目標Ⅱ

【指摘内容】

【指摘を受けた対応】

実施内容

中長期的な
視点

○小学校中・高学年における外国語活動及び外国
語の指導力を高めるための研修の実施

○全小学校の４年生児童を対象とした「TOKYO　
GLOBAL　GATEWAY」でのオール・イングリッシュ
の環境での体験

課・施策を横
断した視点

○授業を通して児童・生徒に外国の文化を伝える
機会を確保するため、外国人のALTを配置

数値では表し
にくいもの

○英語教育アドバイザーによる授業研究等での指
導及び助言（各小学校年間２回派遣）

【新型コロナ
ウイルス感染
症】
ニューノーマ
ルな取組

○教師用デジタル教科書を全小・中学校に導入し
た。

今後の取組の
方向性

外部評価意見

　　４　外国語活動・英語教育の充実

令和３年度教育事務の点検・評価結果を受けた対応

○特に話す力を身に付けるには、しっかりとした話す中身を持つことが前提として必要であり、こうした観点を踏
まえて外国語活動・英語教育に取り組むこと。
○多様な文化・言語を持つ人々が集まる中野のまちという特性を生かし、語学のみではなく、グローバルな文化・
言語に対する理解を深められるような外国語活動・英語教育を目指すこと。

○小・中学校とも児童・生徒がコミュニケーションを行う目的や言語の使用場面を意識して行う言語活動を通して
資質・能力を育成する授業を行っていくよう教員研修を推進する。
○各校に在籍する外国籍の児童・生徒との文化交流を図ったり、オンラインで世界の国々の学校とつなげ、コミュ
ニケーションを図ったりするなど、グローバルな視点をもった授業を推進する。

成果
○英語教育を推進する研究校の発表に区内の小・
中学校の英語推進リーダーが参加することで、小
学校の英語教育の重点について共通理解を図るこ
とができた。

○小学校４年生を対象に全校で実施し、それ以降
の学習では、子どもたちがより意欲的になったと
いう報告が各校から上がった。

○中学校では、全校に外国人ALTを配置できた。
小学校では、多くの学校で外国人ALTを配置でき
た。

○英語教育アドバイザーから専門的な指導助言を
受けることにより、中核教員の指導力向上と授業
改善につながった。

○新型コロナウイルス感染症の対策を取って、教
師が発話しなくても、音声を流すことでネイティ
ブの英語を児童・生徒に聞かせることができた。

○英語教育に関して専門的な教員を育成し指導力を向上させる研修を実施するとともに、小・中学
校の教員同士が連携し、学びの連続性を図る。
○外国籍の児童・生徒との文化交流を図ったり、オンラインで世界の国々の学校とつなげ、コミュ
ニケーションを図ったりするなど、グローバルな視点をもった授業を推進する。
○小学校１・２年生の外国語活動のあり方を検討し、外国語に慣れ親しむ活動の系統性を明確にす
る。

〇会話力の向上には、話す内容を豊富に持っていることが望ましく、それを伝えたいと思うから、
伝える手段として語学も勉強しようとなってくる。外国語の学力向上が外国語活動と英語活動だけ
といった狭い考え方ではなく、３・４年生の外国語活動や５・６年生の外国語科とそれ以外の教科
等の連携に期待したい。
〇外国語科の授業において、児童が楽しくできるように、外国語に苦手意識を持ってしまわないよ
うに、自然に発語できるようにということを意識している授業展開が非常に多く、評価できる。
〇会話力や単語・文法の知識も大事であるが、語学としての学習だけでなく、異文化・多文化理解
のための学習の両面を行うことが、外国語学習においては重要である。その中で児童・生徒が達成
感や外国語を使えたという満足感をしっかり持てるような取組みを期待したい。



重点項目 視点②　目標Ⅱ

※令和３年度教育事務の点検・評価重点項目対象外

実施内容

中長期的な
視点

〇児童・生徒へ配備した一人１台端末の運用開
始。

〇各学校においてローカルブレイクアウト方式に
よるインターネット回線の高速大容量化を実施。

課・施策を横
断した視点

○中野区情報セキュリティポリシーに関する研修
の実施

〇ICT機器の活用等における学校教育課と指導室
の連携

数値では表し
にくいもの

○学校教育向上事業における「ICT教育の充実」
の研究指定（鷺宮小学校、中野東中学校）

○全校にICT教育推進リーダーを任命。年３回の
リーダー研修を実施。

【新型コロナ
ウイルス感染
症】
ニューノーマ
ルな取組

○全校におけるICT機器を活用した学びを止めな
い取組の実施

○ビデオ会議機能や協働学習支援ツールを活用し
た授業の実施

〇電子黒板、配信用端末等のICT機器の整備。

今後の取組の
方向性

外部評価意見

　　５　ＩＣＴを活用した学習指導の充実

令和３年度教育事務の点検・評価結果を受けた対応

成果
○端末の配備により個別最適な学びの環境が整備
できた。

〇ローカルブレイクアウトの構築により全校にお
ける端末の一斉使用が可能となり、日常的に端末
を活用した授業が進められる環境が整った。

○各校管理職が受講したことにより、理解が深ま
るとともに、学校においてICTの活用を進めるに
当たっての課題が明確になった。

〇指導室と連携し「中野区教育の情報化推進計
画」を策定した。

○本区のモデル事例が示されたことで、各校での
活用が促進された。

○リーダー研修の内容が校内で還元された。ま
た、研修会でリーダーからICTに関する各校の課
題を収集でき、改善策を講じることができた。

○学級閉鎖を行った全学級でGoogle Meetを活用
したオンライン授業を実施した。

○ゲストティーチャーによる授業やグループでの
協働作業が可能となった。

○学級閉鎖時にも学びの継続が可能となった。

○ICT機器やデジタル教材の活用の推進によって、令和の日本型教育の充実を図る。
○導入機器やソフトウェア等の精査を進め、児童・生徒、教職員にとって操作性の高い環境整備を
目指す。
○発達段階に応じた習得すべき情報活用能力をより明確にし、児童・生徒が確実に能力を高められ
ることを目指す。

〇デジタル情報の利活用が進められている中で、教育関係のデータの利活用も検討しなければいけ
ない段階である。デジタル化社会における学校の在り方や教育活動の在り方について、研修等準備
を進めていく必要があるのではないか。
〇情報モラルの徹底はもちろんだが、端末の活用にあたっては、子どもが子どもを傷つけるような
事が起きないように、慎重に授業を行ってほしい。



重点項目 視点③　目標Ⅱ

【指摘内容】

【指摘を受けた対応】

中長期的な
視点

○小学校は平成28年度、中学校は令和２年度から
順次特別支援教室を設置し、指導を開始した。令
和３年４月全校での設置が完了し､全小中学校で
巡回指導を実施する体制が整った。
○中学校の特別支援教室拠点校を令和４年４月か
ら１校(中野中)から２校（中野中・中野東中）に
増設した。

課・施策を横
断した視点

〇「就学支援シート」の活用について保育園・幼
稚園園長会やすこやか福祉センター、療育機関に
周知した。就学相談で作成する就学支援ファイル
と合わせて、学校での指導に有効に活用されるよ
う働きかけた。

数値では表し
にくいもの

○よりわかりやすい特別支援教育にかかるリーフ
レットや就学相談・特別支援教室利用案内を作成
した。

【新型コロナ
ウイルス感染
症】
ニューノーマ
ルな取組

該当なし

今後の取組の
方向性

外部評価意見

　　６　特別支援教育への理解促進

令和３年度教育事務の点検・評価結果を受けた対応

〇特別支援教育に関する学識経験者から構成された専門家会議を設置するとともに、特別支援教育に関わる教員の
理解を進める。また、児童・生徒にとって「個別最適な学び」の保障をしていく必要がある。さらに特別支援教育
に関わる教員に対し研修等を通じ指導力向上を目指して欲しい。

〇令和４年度より東京都のガイドラインに基づき、教育学・医学・心理学の専門家の意見をふまえた就学相談、就
学支援会議、特別支援教室判定会議を整備・実施する。巡回相談や教職員を対象に発達障害や特別支援教育に関す
る継続的な研修を行い、教職員の指導力向上をサポートしていく。

○特別支援教室についての理解がさらに進み、利
用児童・生徒数が増加した。
令和２年度：小学校244人、中学校42人
令和３年度：小学校282人、中学校70人
利用児童・生徒数が増えたことで、特別支援教室
における指導の成果について、他の児童・生徒や
保護者が知る機会がさらに増えた。

○一貫した「支援・指導」継続のために令和２年
度特別支援教育検討委員会での検討結果を踏ま
え、令和３年度から、保護者の希望により「就学
支援シート」を活用できる体制を整えた。

案内資料をシンプルにしたことで、学校や関係機
関が保護者に説明しやすくなった。

○東京都のガイドラインに基づき、教育学・医学・心理学の専門家の意見をふまえ就学相談、就学
支援会議、特別支援教室判定会議を実施する。各分野の専門家の意見・助言をもって、保護者・学
校長が十分に納得し、児童・生徒にとって適正な就学先の選択や、特別支援教室の適正な利用がさ
れるようにしていく。

〇特別支援の必要な子どもへの教育は、複雑化・多様化しており、深い理解を持ってより適切にそ
の子に合った支援をしていく必要があり、教育委員会や学校を中心に取り組んでほしい。
〇保護者の理解・協力は本当に大事であり、周りの子どもたちや教職員の理解、人権の尊重も含め
た、総合的な施策として取り組む必要がある。
〇特別支援教室の活用が進み、その理解も進んでいるのはとてもよいことである。特別支援教室が
より機能していくためにも、専門員の質を高め、専門家と通常の学級の先生を結ぶ重要な役割であ
ることを明確にする必要がある。
〇特別支援教室が機能すると同時に、発達に課題のある子どもたちが、通常の学級にいる時間にお
ける対応について、研修を行う等、担任の先生が、様々な事例を共有する機会を充実させることが
大事だ。

実施内容 成果



重点項目 視点③　目標Ⅲ

【指摘内容】

【指摘を受けた対応】

実施内容

中長期的な
視点

○「いじめ等、児童・生徒間の問題の未然防止と
早期発見のためのアンケート」実施（年３回、追
跡調査２回）
→解消率、継続件数の把握・分析、必要に応じた
学校への指導・助言
○年２回のいじめ防止研修の実施
○教育相談研修、不登校対応教員を対象とした研
修の実施
○指導資料「中野区不登校ガイドライン」の配布
及び活用

課・施策を横
断した視点

○月１回の教育相談支援会議を通した中野区の教
育課題の解決に向けての教育相談室や教育支援
室、SSWとの連携

○SSWがケース会議に参加し、教員と連携をとる機
会を設けることで、児童・生徒や保護者への支援
のあり方を一緒に検討することができた。

数値では表し
にくいもの

○いじめ調査や長欠調査等の結果を比較・照合・
分析することによる児童・生徒の問題行動等の数
値の精査及び各校への指導・助言

○不登校児童・生徒に対して、各校でタブレット
端末による授業配信・面談等を行った。

○教育相談室相談員を中学校区に派遣（週１回半
日）し、各校の相談体制の強化を図った。

【新型コロナ
ウイルス感染
症】
ニューノーマ
ルな取組

○各校で、不登校児童・生徒に対しタブレット端
末を活用して、授業の様子を配信したり、同時双
方向で面談を行ったりする。

○アプリ「STOPit」の活用や「Googleクラスルー
ム」等の相談窓口を掲示する。

今後の取組の
方向性

外部評価意見

　　７　いじめ対策及び不登校傾向の児童・生徒の支援強化

令和３年度教育事務の点検・評価結果を受けた対応

○いじめ対策や不登校傾向の児童・生徒支援の強化により、対応する教員への負担が偏らないよう、学校全体での
組織的対応の充実、働き方改革や学校の機能のスリム化等の工夫も重要である。

○各校でより一層組織的にいじめや不登校への対応を行うために、いじめ対応担当、不登校対応担当教員を各学校
が任命することとした。
○不登校児童・生徒へのよりきめ細かな支援を専門的に行えるように実態把握を行い、教育相談室・教育支援室の
相談員やスクールソーシャルワーカー（以下「SSW」という。）を増員できるよう検討した。

成果
○再び悪口を言われるなどの嫌な思いをしている
と訴える児童・生徒もいることから、簡単に解
決・解消とせずに、丁寧な指導や見守りを継続し
ている。

○各学校におけるいじめや不登校への未然防止や
早期対応に向けた組織的対応等を周知した。

○教育支援室においてフリーステップルーム、巡
回支援、SSWが一体となった支援を展開し、通室
人数が増した。(Ｒ２：42人→Ｒ３：64人)

○SSWによる支援件数が増加した。
（Ｒ２：123件→Ｒ３：175件）

○指導・助言により、各校が不登校の児童・生徒
の対応をフリーステップルームやスクールソー
シャルワーカーなどの関連機関と連携して行うよ
うになるなど、支援体制が強化された。

○ICTの活用により、学校からの支援の機会が増
え、今まで不登校傾向にあった児童・生徒が登校
できるようになったケースが見られた。

○週１回半日分ではあるが、保護者や生徒からの
相談をより多く受けることができた。

〇不登校児童・生徒に授業の様子を配信し、授業
に参加できるケースが増えた。

〇「STOPit」を活用することで、生徒の不安にす
ぐに対応することができた。

○教育相談室・教育支援室の相談員、SSWの増員により、不登校児童・生徒への組織的支援をより強
化する。特に、関係機関につながっていない児童・生徒の割合を減らせるようにする。また、不登校
児童・生徒の実態把握を行い、相談員やスクールソーシャルワーカーの今後の活用方法を検討する。
○教員と保護者が同時に参加するいじめ防止研修での説明や各校に配布したリーフレットの活用など
により、中野区いじめ防止等対策推進条例について保護者への周知を徹底する。
○生活指導主任会、教育課題研修「不登校対応」などでは、いじめ・不登校対応に関する各校のよい
取組の共有化を行い、特に重大事態になる前の早期の解決策を明確にする。

〇ICTの活用により、不登校傾向にある児童・生徒が登校できるようになったり、授業参加できるよ
うになったり、気軽に相談できるようになったことは意義深い。
〇いじめの解決には、細かいところの最初の対応が、鍵になってくる。いじめを発見した例等、初期
対応のところを共有していくことも大事である。先生方の意識を高める取組は、これからも行ってほ
しい。
〇いじめや不登校への対応は、その児童・生徒や事例に応じて、持続的に丁寧に取り組むとともに、
地域社会も含め総合的に対策することが必要である。
〇家庭環境を含めた、ストレスやプレッシャーがかかるような状況に置かれている子どもを早期に発
見し、支援に繋げることが必要である。そのために、学校と他の関係機関がどのように連携すること
ができるのか、このような取組みが可能なのかも含めて探る必要がある。
















































































